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大会は第 1 部と第 2 部に分かれ、第 1 部は分科会、第 2 部は分科会の発表を受
けての全体討議であった。第 1 部の冒頭では、筆者が配布資料「大学における日




























攻の学部・院生が含まれる 20〜24歳はここ 15 年ほど右肩下がりで、1997年度












国者は 1988 年 (残留孤児) と 1995 年 (残留婦人) にピークを迎えた。日系人と



















































































2014 年 開設 25 年を迎える。
最近の日本語教育をめぐる動きと同志社女子大学における日本語教師養成
七

















「教育に関わる領域」の 3 領域とそれぞれの下位範囲 5区分を設定した。さらに、
主専攻 46 単位・副専攻 26 単位という枠も撤廃し、各機関の自由裁量を認めた。
それに対し、本学 日本語日本文学科では、大学自体がすでに 3学部 6学科 (当
時) を擁しており準総合大学化していること、また一方で、日本語教師養成に関
しては十分な教育と研究の蓄積ができてきていたことの 2点に鑑み、指導する領
域を文化庁の変更に沿って 3 領域 5区分と改めはしたものの、主専攻・副専攻の
2 課程制及びその単位数はその後も継承することとした。すなわち、「主専攻・



























































本学 日本語日本文学科の資料をもとに、第 1期生が 4 年次になった 1992 年
度から 22期生が 4年次生になった 2013年度までの日本語教育専攻学生の合計と
その年度の卒業生に対する日本語教育専攻学生の割合を示したものが、グラフ 1
である。
総卒業生数 3,897 名のうち日本語教育専攻学生は 645名、率にして 16.6%であ
る。最多は 1992 年度の 58名、最少は 2008 年度の 15名、平均は 29.3 名である。
卒業生に対する日本語教育専攻学生の割合の年ごとの変化は合計数の増減とほぼ
一致しているが、最大値は 1998 年度の 26.4%、最小値は 2000 年度の 9.9%であ
る。グラフ 1 からは、1992・1998・1999 年度を極端な例外とすれば、おおむね
大きな変動なく 20 台後半の学生数、割合にして 15%程度の学生を集めているこ















































































































年 度 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
専攻生総計 58 27 27 23 34 28 51 50 21 28 28
日本語学校 1(1.7) 2(7.4) 0(0.0) 1(4.3) 0(0.0) 1(3.6) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(3.6)
ATJ 3(13.0) 2(5.9) 0(0.0) 2(3.9) 1(2.0) 2(9.5) 3(10.7) 3(10.7)
大学院 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(2.9) 0(0.0) 0(0.0) 3(6.0) 3(14.3) 0(0.0) 0(0.0)
3者合計 1(1.7) 2(7.4) 0(0.0) 4(17.4) 3(8.8) 1(3.6) 2(3.9) 4(8.0) 5(23.8) 3(10.7) 4(14.3)
年 度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 計
専攻生総計 24 25 27 35 26 15 19 22 23 32 22 645
日本語学校 1(4.2) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 0(0.0) 1(6.7) 0(0.0) 1(4.5) 1(4.3) 1(3.1) 2(0.9) 13(2.0)
ATJ 2(8.3) 1(4.0) 2(7.4) 3(8.6) 2(7.7) 0(0.0) 1(5.3) 2(9.1) 1(4.3) 2(6.3) 0(0) 32(5.0)
大学院 0(0.0) 1(4.0) 1(3.7) 1(2.9) 2(7.7) 0(0.0) 2(10.5) 1(4.5) 1(4.3) 1(3.1) 0(0) 17(2.6)




三つである。このうち、「ATJ」というのは「Assistants to Teachers of Japanese」
の略で、本学とオーストラリア ビクトリア州政府との合意のもとに 1995 年度
に立ちあがったプログラム12)である。ティーチング・アシスタント (TA) とし
て、ビクトリア州のプライマリー・スクール (日本の小学校相当) かセカンダ




最初の卒業生となった 1992 年度生から 2013年度生合計 645名の卒業生のうち、
日本語教育関係に進んだ者は計 62名、率にして 9.6%、年平均 2.8名である。最
も多いのが 2000 年度生の計 5名、1995・1999・2002・2006・2007・2010・2012
年度生が計 4名である。まったくいなかったのが 1994度生である。
進路先別に見てみると、まず日本語学校就職は、計 13 名、日本語教育専攻卒
業生総数比 2.0%、年平均 0.6 人である。三つの進路先のうち一般的な意味で
「就職」といえるのはこの日本語学校だけであるが、いずれの数値も最低である。




反対に、最も多いのは ATJ参加の 32名である。総数比 5.0%、年平均 1.5 人
である。3 名送り出したのが 1995・2001・2002・2006年度生の 4回、まったく











計は 45名、総数比 7.0%、年平均 2.0 人である。


























2.8 人である。パーセンテージを子細に見てみると、2000 年度以降は、2004 年度
の 8.0%と 2008 年度の 6.7% 及び 2013年度の 0.9%を除くといずれも 10%を超
















































2013 年卒の第 21 期生までの就職希望率平均は 74.5%、そのうちの就職率は
























































































































































最低を記録するのは翌 2008 年度である。わずかに、同期を見せるのは 2011・
2012・2013年度だけである。
のみならず、学生総数に比べての申請数の少なさも明白である。この 14 年間
の学生総数 347 名に対して主専攻相当の申請数は 288件で 83.0%、年平均 20.6
件である。グラフ 2 には記載されていないがこれらのうち 2000 年度以前入学生





























主専攻相当の申請数 288 件に対してわずかに 34 件、年平均 2.4 件で、二桁台に












































































































































































































1 ) 日本学生支援機構 (2013) a ｢留学生受入れ数の多い大学」参照。
2 ) 残念ながら、本学は、上位 30校と大いに事情が異なるといわざるを得ない。外国人
入試はずっと継続して行っているし短期の交換留学生受け入れに関しても国際交流セ
ンターが中心になってさまざまな活動を行ってはいるが、前者・後者ともに毎年一桁
にとどまっているのが現状である。日本学生支援機構 (2013 a) によれば、2012 年度





















日本語学校は、「留学生 10 万人計画」を受けて 1986年ごろから急増した。しかしな




1990 年には日本語学校数が 435 校 (日本語教育振興協会 2013) にのぼり当時の
ピークを迎えたが、悪質な学校も少なくなく、法務省はビザの交付審査をたびたび厳
しくした。それを受けてほどなく日本語学校入学者が激減、90 年代初頭には「日本
語学校冬の時代」(朝日新聞 1992 年) といわれるようになった。さらに、バブルの崩
壊 (90 年代初頭) とその後 20 年に及ぶ景気の低迷、未曽有の円高 (1995 年)、サリ







4 ) 日本学生支援機構 (2013) b ｢日本語教育能力検定試験全科目受験者年代別比推移」
参照。













7 ) 筆者が関係した、2012 年度同志社女子大学総合文化研究所助成金研究「副専攻制度
導入の効果と今後の課題：表象文化学部における日本語教育・英語教育副専攻の研
究」(代表 若本夏美) の調査結果。
8 ) 第 1期生が 4 年次になった 1992 年度から 22期生が 4 年次生になった 2013年度まで
の卒業研究は 4名の専任教員が担当したが、おのおのの担当年度を黒塗りで示す。







12) 初めての派遣は、1996 年 4 月。なお、行数に限りがあるため詳しく触れないが、
ATJプログラム開始にあたっては 1994 年度の卒業生 2名が深く関わっている。
13) ただし、従来は先方の担当者による面接によって人物・英語力などの評価がなされて
いたのが、2013年度からそれが廃止され、ATJ参加希望者には、英検で準一級以上、
TOEICで 605 点以上、TOEFL (PBT) で 500 点以上の得点が求められるようになっ
た。日本語日本文学科の学生はもともと英語を不得手とする学生が少なくないため、
このハードル設定が今後の参加者数の動きにどう影響を与えるか注目される。
































朝日新聞 1992 ｢日本語学校冬の時代 国境の架け橋願う」(1992 年 1月 13日)
厚生労働省 2013 ｢平成 24 年度 大学等卒業者の就職状況調査」
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